
３８吉川市

２２年国調 ２２年国調世帯数

１７年国調

増 減 率 １７年国調世帯数

決算額 構成比 構成比

9,049,007 47.1 78.4
176,942 0.9 1.6
16,776 0.1 0.2
35,623 0.2 0.3
58,608 0.3 0.5

532,925 2.8 4.9
9,109 0.0 0.1

0 0.0 0.0 （単位：千円・％）
70,012 0.4 0.6
86,751 0.5 0.8

1,515,015 7.9 11.8
うち普通交付税 1,295,677 6.7 11.8 財 調

うち特別交付税 219,010 1.1 0.0 減 債

うち震災復興特別交付税 328 0.0 0.0 特 定 目 的

11,550,768 60.1 99.2 合 計

9,656 0.1 0.1
263,704 1.4 0.0
184,279 1.0 0.3
53,655 0.3 0.0

2,596,122 13.5 0.0
0 0.0 0.0

1,046,425 5.4 0.0
15,026 0.1 0.0
1,610 0.0 0.0

547,621 2.8 0.0 現

759,312 4.0 0.0
543,248 2.8 0.4 年

1,647,038 8.6 0.0
1,048,338 5.5 0.0 計

0 0.0 0.0
19,218,464 100.0 100.0

（単位：千円・％） 目　的　別　歳　出　の　状　況 （単位：千円・％）
決算額 構成比

3,152,080 17.0
う ち 職 員 給 2,003,849 10.8

4,295,457 23.1
1,418,156 7.6

内 元 利 償 還 金 1,418,156 7.6
訳 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0

8,865,693 47.7
2,885,535 15.5

76,590 0.4
2,137,816 11.5
1,287,918 6.9
2,075,690 11.2
1,042,697 5.6

30,000 0.2
0 0.0

1,473,258 7.9
う ち 人 件 費 30,126 0.2 千円

普 通 建 設 事 業 費 1,473,258 7.9
うち　補　　　　助 402,711 2.2 ％

　うち  単　　　　独 960,236 5.2 ％ 住宅用地造成 被保険者１人当たり

災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 下水道

失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 病院

千円 その他

18,587,279 100.0
一　般　職　員　等（Ｈ２６・４・１現在）

職員数
（人） （百円） 総　　　務

区分 平成２５年度 341 　　退職手当支給事務 ○
19,218,464 31 　　事務機械共同施設  
18,587,279 6 　　そ　の　他 ○

631,185 0
9,147 0 民　　　生

622,038 347 　　老人福祉施設  
-111,126 　　そ　の　他
729,577 特　別　職　等（Ｈ２６・４・１現在）  

0 衛　　　生
269,978 　　伝　染　病
348,473 　　じんかい処理  

1 23 12 1 　　し 尿 処 理  
 1 23 12 1 　　火　葬　場  
 1 23 12 1 　　そ　の　他 ○

○ 1 20 4 1  
　　　　　　特定農山村  1 20 4 1 土　　　木 ○

 18 20 4 1 　　そ　の　他

平成２５年度
地方公共団体コード 112437

人
口

65,298人

住
民
基
本

市町村類型 Ⅱ－１

68,639人

世
帯
数

面積（ｋ㎡）

市町村番号 38 60,284人 うち日本人 (67,595人) 23,248世帯 31.62
市町村名 吉川市 8.3％ 25.3.31 68,174人 人口密度（人/ｋ㎡）

台
帳
人
口

26.1.1

うち日本人 (67,167人) 20,428世帯 2,065

決算状況
地方交付税種地 Ⅱ－８ 増減率 0.7％

うち日本人 (0.6％)
歳　入　の　状　況 （単位：千円・％） 産　業　構　造 人口集中地区人口 区          分 （単位：千円・％）

区          分 経常一般財源等 区   分 ２２年国調 １７年国調 ２２年国調 基 準 財 政 収 入 額 7,339,298
地 方 税 8,589,317 第 １ 次 582人 731人 49,166人 基 準 財 政 需 要 額 8,633,129
地 方 譲 与 税 176,942 1.8％ 2.3％ １７年国調 標 準 税 収 入 額 9,510,090
利 子 割 交 付 金 16,776 第 ２ 次 8,168人 9,099人 45,682人 標 準 財 政 規 模 11,854,105
配 当 割 交 付 金 35,623 24.9％ 28.8％ 財 政 力 指 数 ２ ３ ～ ２ ５ 0.84
株式等譲渡所得割交付金 58,608 第 ３ 次 24,085人 21,710人 実 質 収 支 比 率 5.2
地 方 消 費 税 交 付 金 532,925 65.0％ 65.2％ 経 常 一 般 財 源 等 比 率 92.5
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 9,109 公 債 費 負 担 比 率 10.0
特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 0 市　町　村　税　の　状　況 実 質 公 債 費 比 率 5.3
軽油・自動車取得税交付金 70,012 区          分 徴収済額 構成比 超過課税分 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 特 例 交 付 金 86,751 市

町
村
民
税

個 人 均 等 割 100,208 1.1 0 連 結 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 交 付 税 1,295,677 所 得 割 3,634,040 40.2 0 将 来 負 担 比 率 57.9

1.7 0

積 立 金
現 在 高0 固 定 資 産 税 3,761,129 41.6

1,925,197
0 法 人 税 割 342,109 3.8 0 0

1,295,677 法 人 均 等 割 155,073

0 1,753,079
（一般財源計） 10,871,740 うち純固定資産税 3,758,853 41.5 0 3,678,276

交通安全対策特別交付金 9,656 軽 自 動 車 税 78,423 0.9 0 地 方 債 現 在 高 14,988,333
分 担 金 ・ 負 担 金 4,072 市 町 村 た ば こ 税 518,335 5.7 0 うち財政融資・旧郵政公社資金 7,547,799
使 用 料 32,595 鉱 産 税 0 0.0 0 (

支

出

予

定

額

)

債

務

負

担

行

為

額

物 件 等 購 入 4,966,199
手 数 料 3,341 特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0 保 証 ・ 補 償 0
国 庫 支 出 金 0 （法定普通税計） 8,589,317 94.9 0 そ の 他 6,407,736
国 有 提 供 交 付 金 0 法 定 外 普 通 税 0 0.0 0 実 質 的 な も の 0
県 支 出 金 0 旧 法 に よ る 税 0 0.0 0 合 計 11,373,935
財 産 収 入 0 目 的 税 459,690 5.1 0 収 益 事 業 収 入 0
寄 附 金 0

内
訳

入 湯 税 0 0.0 0 土 地 開 発 基 金 現 在 高 50,223
繰 入 金 0 事 業 所 税 0 0.0 0

徴
収
率

合 計 98.3
繰 越 金 0 都 市 計 画 税 459,690 5.1 0 市 町 村 民 税 97.9
諸 収 入 40,772 法 定 外 目 的 税 0 0.0 0 純 固 定 資 産 税 98.5
地 方 債 0 水 利 地 益 税 等 0 0.0 0 合 計 93.8

うち臨時財政対策債 0 市 町 村 民 税 92.9
うち減収補てん債特例分 0 合 計 9,049,007 100.0 0 純 固 定 資 産 税 93.7
歳 入 合 計 10,962,176

性　質　別　歳　出　の　状　況
区          分 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区          分 決算額A 構成比 Aのうち普通建設事業費 Aの充当一般財源等

人 件 費 2,886,554 2,864,290 23.8 議 会 費 210,494 1.1 0 210,494
1,819,005 － － 総 務 費 3,072,619 16.5 36,114 2,816,202

扶 助 費 1,353,285 1,353,258 11.3 民 生 費 7,214,100 38.8 56,807 3,859,650
公 債 費 1,418,156 1,418,156 11.8 衛 生 費 1,296,979 7.0 108,298 1,205,969

1,418,156 1,418,156 11.8 労 働 費 76,115 0.4 0 25,018
0 0 0.0 農 林 水 産 業 費 284,856 1.5 146,850 247,145

（義務的経費計） 5,657,995 5,635,704 46.9 商 工 費 60,816 0.3 0 37,844
物 件 費 2,255,390 2,079,042 17.3 土 木 費 1,487,936 8.0 428,171 1,272,783
維 持 補 修 費 74,075 73,891 0.6 消 防 費 1,122,021 6.0 141,299 987,811
補 助 費 等 2,035,046 1,670,637 13.9 教 育 費 2,343,187 12.6 555,719 1,540,399

うち一部事務組合負担金 1,287,918 1,165,502 9.7 災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0
繰 出 金 1,905,877 1,146,871 9.5 公 債 費 1,418,156 7.6 0 1,418,156
積 立 金 1,029,240 0 0.0 諸 支 出 金 0 0.0 0 0
投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 0 0 0.0 前年度繰上充用金 0 0.0 0 0
前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0 0.0 歳 出 合 計 18,587,279 100.0 1,473,258 13,621,471
投 資 的 経 費 663,848 経常経費充当一般財源等計 公

営
事
業
等
へ
の
繰
出

国民健康保険 820,701
国
民
健
康
保
険
事
業

10,606,145 再 差 引 収 支 367,264
10,837

内
　
　
訳

663,848 経 常 収 支 比 率 後期高齢者医療 418,271 加 入 世 帯 数

13,692 88.3 介護保険 434,487 被 保 険 者 数 19,726
639,145 96.8 0

会
計
の
状
況

実 質 収 支 716,692
29,926

0 （臨財債・減収補てん債除く） 396,220 保険税(料)収入額 96
0 歳 入 一 般 財 源 等 0 国 庫 支 出 金 84

14,252,656 15,316 保 険 給 付 費 254
歳 出 合 計 13,621,471 合 計 2,084,995

収 支 状 況
一部事務組合の加入の状況

（単位：千円）
区　　　分

給料月額 １人当たり平均

給料月額（百円） 消　　　防
平成２４年度 一 般 職 員 1,099,384 3,224 ○ 　　常 備 消 防

○ 　　そ　の　他
歳 入 総 額 21,968,158 うち技能労務員 108,965 3,515  

消 防 職 員 0 0

　　消防災害補償
歳 出 総 額 21,208,846 教 育 公 務 員 25,032 4,172

翌年度に繰越すべき 財源 26,148 臨 時 職 員 0 0 教　　　育
歳 入 歳 出 差 引 759,312

そ  の  他

実 質 収 支 733,164 合 計 1,124,416 3,240  

定数 適用開始年月日
１人当たり平均給料

　　そ　の　他
単 年 度 収 支 -369,684  
積 立 金 726,962

積 立 金 取 崩 し 額 754,377 (報酬)月額(百円)  事業会計
繰 上 償 還 金 0

区　　　分

実 質 単 年 度 収 支 -397,099 ○ 　　収 益 事 業
指定団体等の指定状況 市 町 村 長 8,450 ○ 　　国民健康保険事業

　　　　　　山村振興 副 市 町 村 長 7,150  　　老人保健医療事業
　　　　　　過　　　疎 教 育 長 6,770  　　後期高齢者医療

　　　　　　首　　　都 議 会 議 長 4,220 　　介護保険事業

議 会 副 議 長 3,690 　　交通災害共済事業

※「性質別歳出の状況」の欄の「普通建設事業費」の「うち補助」には受託事業費の補助事業費が、「うち単独」には同級他団体施行事業費負担金、受託事業費の単独事業費
がそれぞれ含まれています。

　　　　　　財源超過 議 会 議 員 3,410  


